
81

同じ国の中でも、地域によって労働市場の状況が大きく異なることは、広く

知られた事実である。なかでも、地域間の失業率格差がクローズアップされる

ことが比較的多い。わが国では総務省による『労働力調査』、『就業構造基本調

査』および『国勢調査』が、定期的に各地域の失業者数あるいは失業率を公表

している。これらの動向は、地域経済のバロメーターとして地域に住む人々の

強い関心事となっている。実際、地域間の失業率格差は、地域間経済格差の程

度を示す重要な経済指標と認識されており、既にいくつかの研究がその規定要

因を探っている（水野,1992）。

最近では、厚生労働省（2003）が地域間失業率格差に注目し、近畿、九州、

北海道、東北、四国で失業率が高く、北陸、東海、中国、北関東・甲信では相

対的に低くなっていることや、若年比率の高い地域やサービス業比率の高い地

域で失業率が高い傾向があることを見いだしている。これらの点については、

勇上（2005）もほぼ同じ結論に到達しているが、人口構造を注意深くコントロ

ールすることで純粋な地域間失業率を導出しており、より精密な分析となって

いる。

これまでの労働経済研究において、地域の労働市場を観察する際の重要な視

点として取り上げられてきたのが、「地域閉鎖性」の程度であった。すなわち、

労働者がどの程度地域間を移動するかによって、各地域の雇用状況は大きく変

わりうるし、ひいては一国全体の失業動向を左右する可能性が指摘されてきた。
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各地域経済が、完全に他から独立したものであり、人々が地域間を移動しない

ならば、各地域の経済情勢に応じて大きな失業率格差や賃金格差が観察されて

もおかしくはない。他方、人々が地域間を低コストで極めてスムーズに移動す

るならば、失業率の大幅な格差は平準化される可能性が高いと考えられる。な

ぜならば、失業率が高く賃金の低い地域からは、失業率が低く賃金の高い地域

に労働者が移動するので、移動元の労働供給の減少と移動先の労働供給の増加

が発生し、失業率格差も賃金格差も縮小するからである。

しかしながら、現実にはそれほどスムーズに地域間の雇用条件は平準化して

はいない。むしろ最近になって地域間の雇用条件の格差が際立つようになってき

ている。よって、平準化の方向とは逆に、地域間の求人・求職のミスマッチが全

体の失業率を高めている可能性もある。この点を確認するため、Tachibanaki,

Fujiki and Kuroda-Nakada （2000）は年代ごとに地域間ミスマッチ指標を計算

したが、地域間ミスマッチが日本の失業率上昇の大きな要因であるとの結論に

は至らなかった。それでも、今後の地方分権化の流れを考慮すれば、地域労働

市場の分析はこれまで以上に活発になされるべきであろう。

本稿では、地域の労働市場における若年雇用問題を取り上げたい。その理由

は、大きく分けて3つある。

第1に、最近では若年雇用問題が社会的に大きく注目されているにも関わら

ず、若年雇用問題の地域的な特性を分析した研究があまり見当たらないことが

ある。若年雇用問題をクロスセクションデータによって分析する際には、国際

比較や地域比較が有力な手法となりうるので、本稿の取り組みはそのような空

白を埋める作業として意義があろう。

第2に、若年労働者ほど移動性向が高いことが知られているが、最近ではそ

の移動性向が低下しているのではないかという議論がある。太田（2003）、樋

口（2004）はともに若年が「地元志向」の傾向を強めていることを問題視して

おり、それが地方の若年失業率を上昇させる危険性を指摘している。つまり、

移動による地域間の平準化メカニズムが作用しにくくなっている可能性があ

る。この点について十分な検討を行う必要がある。

第3に、若者の就業環境や彼らの意識のあり方が地域によって大きく異なる

ならば、日本全国に一律な若年雇用対策よりもむしろ、地域の特性1を十分に
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考慮した政策が求められることになる。したがって、若年雇用問題の地域特性

を抽出することは、政策的観点からも重要な課題であるといえる。

具体的には以下のような問いに答えようとしている。

（1）地域別の若年失業率は、どの程度異なり、何によって影響を受けているか

（2）若年者の地域間移動は、若年失業にどのような効果をもたらすか

（3）若年失業率、地域間移動、離職性向等はどのように関連しているか

（4）若年無業者の就業意識は地域ごとにどのように異なっているのか

（5）これらの結果からどのような政策的含意が導き出されるか

次節では、若年雇用問題の地域構造を明らかにするために、いくつかのデー

タを概観する。第3節では、地域別の若年失業率、離職率、移動性向などの規

定要因を計量的に明らかにするとともに、若年無業者の就業意識が地域によっ

てどのように異なるかを調べる。第4節では、分析結果の政策的なインプリケ

ーションについて触れる。

本稿では、都道府県レベルのデータを用いて若年労働市場の地域特性を考察

する。地域別の雇用データとしては、都道府県よりも広いブロック別データや、

より狭い市町村別データもあるが、都道府県別のデータが最もよく整備されて

いるので、ここではそれを取り上げることにしたい。

最初に、若年失業率の地域格差を検討する。都道府県別・年齢（階級）別失

業率のデータとして最も基本的なものは、5年ごとに実施されている『国勢調

査』（総務省）である。もうひとつは、『就業構造基本調査』（総務省、以下

『就調』）で、2002年調査については都道府県別・年齢階級別の失業率が算出さ

れている2。本節では、主に二つの理由で後者を用いる。第1は、本稿執筆時点

で利用可能な直近の調査時点が『国勢調査』よりも新しいことであり、第2は、

『就業構造基本調査』からは若年失業を説明するために用いる変数をいくつか

若年雇用問題の地域構造―データの概観第２節

ここで「地域特性」という表現は、他地域では見られないような当該地域の「独自性」のみを
意味しているわけではない。例えばフリーターは全国にいるが、東京で特に多いならばそれは東
京の「地域特性」と考える。より正確に表現するならば、本稿の地域特性とは地域の社会・経済
指標の組み合わせの特徴を指す。

1
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ピックアップできるためである。第2の点については後述する。なお、次節に

おいては、結果の頑健性をチェックするために『国勢調査』のデータも分析の

俎上に乗せる。

図表3-1は、『就調』による都道府県別の15～24歳の失業率（男女計）を、高

い順番に示している3。若年失業率のトップは、沖縄の20.8％で、それに四国4

県の高知（18.8％）、愛媛（16.3％）、徳島（15.5％）、香川（14.3％）が続く。

また、大阪を中心とする関西や、福岡をはじめとする九州も高失業に見舞われ

ている。その一方で、山形、群馬、長野の各県では若年失業率が6％を割り込

んでいる。このような大きな地域間の若年失業率格差が生じる理由のひとつは、

若年の就業機会が地域によってかなり異なるためである。しかし、若年失業の

地域特性は就業機会の多寡だけで説明できるものではない。このあたりの事情

をはっきりさせるために、若年失業者の中で主力を形成する新規高卒者の就職

状況を分析することにしよう。高卒就職については、公的職業紹介が原則であ

ることから、厚生労働省職業安定局による新規学卒者の職業紹介状況の調査結

果が利用可能である。そこから、新卒求人倍率や内定率等の情報を地域別に得

ることができる。

2002年3月高校卒業者の内定率（3月時点）が90％を下回った19の県を下位か

ら並べると、図表3-2のようになった4。図表3-2には、内定率に加えて、失業率

（図表3-1と同じ）、新卒求人倍率、県外就職率（就職した者のうち、他県で仕

事を得た者の割合）も示されている。最も内定率が低い県は沖縄の57.0％で、

それに高知（69.9％）、宮城（81.9％）、和歌山（83.1％）などが続いている。

『就調』はこれまで、「求職活動をしている無業者」の比率等を公表してきたが、それは通常の
失業者の定義とは若干異なる。すなわち『就調』では、15歳以上の者を「ふだんの」就業・不就
業状態で区分しており、月末1週間の就業・不就業の状態を把握する労働力調査とは方法が異な
る。しかし、2002年については都道府県別9月末1週間の就業状態別の15歳以上人口を公表したこ
とから、他の調査との整合性が高くなった。本章で用いる『就調』の失業率は9月末1週間のもの
である。
15～24歳の失業者には大学卒業者も含まれてしまうので、高卒者のデータに基づいた厳密な比

較は困難であるが、『就調』では15～24歳の失業率だけを公表しており、大学卒業者をデータか
ら取り除くことは困難である。次節では、2000年『国勢調査』に基づく15～19歳の失業率の決定
要因を調べることで、大卒者の影響を除いている。
厚生労働省『新規学卒者の労働市場』では、次年度6月までに最終的に就職に結びついた比率

である「就職率」が掲載されている。本章で就職率を使わなかったのは、いくつかの理由によっ
て、内定率の方が各地域の若年雇用環境をよりダイレクトに反映すると考えたためである。

2

3

4
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図表3‐1 都道府県別若年失業率（男女計、15-24歳）

注：一部の島が地図上表示されていない。

（資料出所）『就業構造基本調査』、2002年
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就職内定率
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69.9
81.9
83.1
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84.0
84.6
84.9
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87.1
87.6
88.6
89.1
89.3
89.3
89.6

失業率
20.8
18.8
8.3
12.3
9.4
8.7
11.6
7.8
7.3
14.0
11.5
11.6
9.3
6.7
9.4
7.7
8.3
9.8
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新卒求人倍率
0.4
0.6
1.0
0.7
1.1
1.4
0.5
0.6
1.0
1.6
0.7
1.0
0.5
1.1
0.7
0.9
0.8
1.0
0.6

県外就職率
36.2
28.1
12.1
29.1
6.4
9.1
39.8
32.8
12.4
6.2
27.6
16.1
39.7
25.6
35.9
20.7
29.4
17.7
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（備考）

大都市

大都市
大都市

大都市

大都市

図表3‐2 就職内定率下位19県（3月末で90％未満）

注：内定率および新卒求人倍率は厚生労働省調べ（3月末段階の数値）。失業率は『就調』、県外就
職率は『学校基本調査』（文部科学省）による。全て2002年3月卒業者について。
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地域的な特徴としては、九州8県のうち大分県を除く7県がこの19県の中に含ま

れていることがある。このうち福岡を除いた6県に、青森、秋田、福島、高知、

和歌山を加えた計11県は「地方」の色彩が強く、求人倍率はすべて1を割り込

んでいるとともに、県外就職率は軒並み20％を超える。これらの地域では、県

内の求人があまりに少ないために、県外就職をせざるを得ない高卒者が多いが、

それでも求人が不足しているために内定率の低迷に悩んでいると考えられる。

その一方で、19県の中には、宮城、北海道、広島、大阪、福岡という、大都

市を有する地域も含まれている。これらの地域では、求人倍率が1を上回ると

ともに、県外就職率はかなり低い。ここで生じている問題は、求人の不足より

もむしろ、フリーターになる若者が多いことに由来していると思われる。もち

ろん、フリーターの増加の背景には新卒正規従業員の採用が減少していること

もあるが、都市部の若者の就業意識という問題も大きい。都市部には若者を魅

了する文化が集積しており、そのような文化に関わって生きたいという若者の

欲望をかき立てる。そのため、「本当にしたいことが他にある」ために「仮の

姿」としてフリーターになろうとする若者が多い。しかも、都市部では夢を追

い求めることを無条件に肯定する価値観が強い。その一方で、経済のサービス

化が進んだ都市部では、企業のフリーターへの需要が旺盛である。このように、

都市部においては、若者の欲求と企業のニーズが合致して、多数のフリーター

が生み出されるものと考えられる。以上の考察から、一口に「内定率の低迷」

といっても、地域によって事情は異なることが理解されよう。なお、非正規従

業員の就業機会の多寡と内定率との関連は、次節でさらに検討する。

ここで、県外就職率と高校新卒求人倍率との関係を確認しておこう。図表3-

3には2002年3月卒業者について、3月までの求人倍率と『学校基本調査』（文部

科学省）から得られた県外就職率との相関を示している（求人倍率が突出して

いる東京を除いている）。ここから、県外就職率と求人倍率とは極めてはっき

りした負の関係があることがわかる。事実、両者の相関係数は－0.8にも達す

る。よって、新卒労働市場の需給が芳しくない地域では、積極的に県外就職が

行われていることが確認される。

県外就職については、興味深い指摘がある。つまり、「最近の若者は地元志

向なので、県外に活路を求めていない。だから地方の失業率が上昇しがちにな
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る」という意見である5。たしかに最近の若者は、県外に就職して自活するよ

りも、親元にいて身の回りの面倒を見てもらったほうが余裕をもった生活がで

きると考えているように見える。親としても、兄弟姉妹が多い時代ではないた

めに、子供を手元に置いておいても昔ほど負担だと感じない。また、最近の若

者は、「冒険」をしたがらないとも言われる。例えば、地元企業ならば、親や

親族などから情報を得やすいし、自分自身が身近に感じられる企業も多く、安

心して就職できるということがある。さらに、新しい環境に飛び込んで友人を

作る努力をするよりも、今までの友達関係の中で安住する方が、ストレスが少

ないだろう。しかも、地方部へのスーパーマーケットの出店によって生活の利

便性が高まったし、インターネットや交通機関の発達によって地方に暮らしな

がら都会生活に近い満足度を得ることも可能となった。

ただし、この点について太田（2003）は、若者が自発的に地元にとどまって

いる背景には、（当時の）日本全体の若年者に対する労働需要の低迷がある、

と指摘している。つまり、長期不況のもとで多くの企業が新規採用を抑制して

いるため、若者が地元から離れても労働条件の良い、あるいは自分の適性に合

った仕事を見つけにくくなっている。そのために、「それならば地元にとどま

ろう」という傾向が強化される。この仮説は、労働移動には金銭的コストや心

理的コストがかかるが、これは景気変動の影響を受けにくい、好況期には県外

移動のリターンが相対的に上昇し、不況期には低下するという考え方に基づい

ている。

図表3-4には、1977年から2002年までの高校新卒者の県外就職率と高校新卒

者に対する求人倍率の推移が示されている（太田、2003）。この図表から読み

取れる第1の点は、県外就職率の長期的な低下である6。とりわけ、1988年から

のバブル期においても、県外就職率の低下傾向は続いた。第2に、それにもか

かわらず、県外就職率は高卒求人倍率が高いときには上昇し、低いときには低

太田（2003）および樋口（2004）が明確に指摘している。ただし、前者が就業機会の問題を強
調するのに対して、後者は長男長女社会の影響を強調しているという違いがある。また、両者と
もに若者の「地元志向」がどの程度失業率を引き上げるかについての実証分析は行っていない。
次節ではこの問題に取り組む。
高卒だけで県外就職を見ることの危険性は否定できない。大学進学によって他県に移動し、そ

のままその地で就職する者が増加すれば、若年移動率の低下は一概に成立しないだろう。この点
についてはさらなる検討を要する。

5

6
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図表3‐3 都道府県別新卒求人倍率と県外就職率（高卒）

注：一部の島が地図上表示されていない。

（資料出所）図表3－1参照。
（注）新卒求人倍率の突出している東京を除く46道府県。
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図表3‐4 県外就職率と求人倍率の推移

（資料出所）『学校基本調査』（文部科学省）、厚生労働省職業安定局調べ。
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下するという特性をもつ。とくに、1993年以降の県外就職率の動きは、求人倍

率の動向と密接に連関している。この点を統計的に確認するために、誤差項の

1次の系列相関を想定した最尤法による回帰分析を行った。結果は次の通りで

ある（推定期間は1977～2002年）。

県外就職率（ロジット変換）＝－1.15＋0.0887×求人倍率－0.0198×トレンド項

（－15.8）（2.95） （－7.85）

ρ=0.562 （3.40） D.W.=1.35 （ ）内はt値

推計された係数はすべて1％水準で有意であり、期待された符号条件を満た

している。このことから示唆されるのは、若い人の「地元志向」はトレンド要

因の影響も強いが、他地域における優良な雇用機会の減少に起因している側面

もあるということである7。

若者の「地元志向」は、移動距離の側面にも明瞭に表れる可能性がある。つ

まり、「県外で就職するにしても、なるべく近くの県に移動しよう」という傾

向が強まっていると推測できる。そこでこの推測を確かめるために、失業率の

高い地域の代表として四国4県を取り上げて、県外移動の状況をより詳しく調

べる。『学校基本調査』（文部科学省）から得られる四国4県からの県外就職者

を四国外に出た者と四国内の他県で就職先を見つけた者に分類し、県外就職者

数に占める四国内移動者の比率を時系列的に調べてみた。図表3-5には、この

ような四国内移動率と、四国4県の県外就職率の推移を示している。この図表

から明らかなように、四国内移動率の動きは県外就職率の動きと鏡像関係にあ

り、県外就職率の低下とともに上昇している。つまり、県外に出る傾向が弱ま

ると同時に、県外に出るとしても遠距離の移動をしない傾向が強まっている。

県外就職率が景気変動の影響を受ける以上、移動者の移動距離も景気と相反し

た動きを示すことになる。

いずれにせよ、「遠くに行ってもいい就職口がないならば、地元にとどまろ

兄弟姉妹数の影響をみるために、説明変数に18年前の合計特殊出生率を導入してみたが、この
変数は有意ではなかった。したがって、推計結果におけるトレンド効果の規定要因は今のところ
明確ではない。

7
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う」という、ある種のあきらめが「地元志向」を生み出していることは否定し

がたい。若い人は地元に「閉じこもっている」という印象ばかりを受けがちで

あるが、不況によって「閉じ込められている」という側面も強いことに留意す

べきだろう。しかしそのことは、若者が地元にとどまるがゆえに地方の若年失

業率を深刻化させる懸念をはらんでいる8。次節では、このような労働移動の

側面を考慮した、統計的な検証作業を行う。

ある地域の均衡失業率は、その地域における失業へのインフロー率（失業確

各地域の賃金がある程度固定的であり、かつ労働需要曲線が外生的な労働供給量によってシフ
トしない場合には、人口移動による労働供給の増減が各地域の失業率にダイレクトに影響を及ぼ
す。以下では、このようなケースを議論の前提におく。

8

実証分析第３節

1 若年失業率と労働移動

図表3‐5 四国内移動率と県外就職率の推移

（注）「四国内移動率」とは四国４県の県外就職者の内で四国内の他県に移動した者の割合。
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率）と失業からのアウトフロー率（就職確率）に依存して決まる。当然ながら、

インフロー率の上昇は失業率の上昇をもたらし、アウトフロー率の上昇は失業

率の下落要因となる。このような枠組みを若年失業に当てはめると、就業者の

離職率の低下や、就職内定率の上昇は失業へのインフローを抑制することにな

る。通常、就職内定率が高い時には失業者の就職確率も高いので、アウトフロ

ーも同時に促進される。さらに、自地域で仕事の見つからない若年者が就職口

を見つけて他地域に流出すれば、それは自地域の失業率を低下させる可能性が

ある。よって、我々のスタートラインとするモデルは、

若年失業率（i）＝F（就職内定率（i）、若年離職率（i）、純流出率（i））（1）

（－） （＋） （－）

となる。ここで添え字の（i）は都道府県を表す。

前節の分析からわかるように、就職内定率は新卒求人倍率および若者の非正

規従業員比率に依存する可能性が高い。他方、若年離職率は地域の産業構成

（例えば第3次産業の離職率は高い）や若者の非正規従業員比率、さらには企業

規模構成（規模の大きな企業に就職している労働者割合が高いと離職率は低下

する）に依存するであろう。このような仮説のもとでは

若年失業率（i）＝F（新卒求人倍率（i）、離職率規定変数、純流出率（i））（2）

（－） （＋） （－）

というモデルを考えることができる。そこで、都道府県別のクロスセクション

データを用いて（1）、（2）式を推計する。若年失業率、就職内定率、新卒求人

倍率のデータ出所および定義についてはすでに紹介した。若年離職率は15～24

歳の就業者で過去1年に離職した割合である。離職率規定変数の中の非正規労

働者比率は15～24歳の就業者に占める非正社員の割合で、第3次産業比率は全

就業者に占める第3次産業従事者の割合となっており、以上は2002年の『就調』

から求めた。企業規模については1000人以上の企業に勤める労働者割合を2002

年の『賃金構造基本統計調査』から求めた。純流出率は、県外就職者から他県
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からの流入者を差し引いたものが就職者数に占める割合である。これは『学校

基本調査』から算出した。就職内定率、新卒求人倍率、純流出率はすべて2002

年3月高校卒業者のデータを用いている。推計は、『就調』から求めた15～24歳

の労働力人口でウェイト付けした最小自乗法（分散不均一修正）による。被説

明変数にはロジット変換をほどこしている。

推計結果は図表3-6にある。純流出率を説明変数に導入する推計は少ないこ

とから、参考のために純流出率を導入しなかった場合の結果も掲載している。

ただし、非正規比率と第3次産業比率は相関が強く、多重共線性の問題を発生

させることが判明したので、別々に導入してある。全体に推計結果は良好であ

り、すべての係数が符号条件を満たし、比較的多くが有意となっている。特に

注目すべきポイントのひとつは、非正規従業員比率が強い有意性を示している

ことであろう。やはり、都市部の失業率の高さをもたらしている要因として、

不安定就労としてのフリーターの存在は無視できない。同時に、新卒求人倍率

の低さが失業率の上昇をもたらす傾向があり、求人が少ない地方の労働市場で

図表3‐6 都道府県別失業率の推定結果（2002年『就調』による）

（注）推計方法はウェイト付き最小二乗法（分散不均一修正）。***は 1%水準、**は 5%水準、*は
10%水準で有意。

*

***

［1］
-1.03
(-1.68)
-1.73
(-2.79)
1.31
(1.65)

0.241
0.228
7.81
47

**

**

**

［2］
-1.47
(-2.38)
-1.56
(-2.58)
2.41
(2.23)

-0.154
(-1.36)
0.237
0.252
6.18
47

***

***

［3］
-2.97
(-9.70)

-0.0742
(-1.42)
2.24
(2.99)

-0.810
(-1.43)

0.241
0.229
5.55
47

***

***

**

**

［4］
-2.12
(-4.51)

-0.494
(-2.78)
1.55
(2.27)

-0.878
(-1.65)
-0.995
(-2.29)
0.224
0.330
6.67
47

***

*

［5］
-3.67
(-4.61)

-0.110
(-1.25)

2.45
(1.99)
-0.149
(-0.210)

0.251
0.160
3.93
47

**

**

**

［6］
-2.49
(-2.44)

-0.568
(-2.66)

1.62
(1.33)
-0.452
(-0.685)
-1.11
(-2.03)
0.229
0.299
5.91
47

定数項

新卒内定率

離職率

新卒求人倍率

非正規従業員比率

第3次産業比率

大企業比率

純流出率

標準誤差
R2(Adj.)
F値
標本数
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若年失業が高まる要因となっている。

純流出率についても、（推定結果［2］を除いて）かなり強いマイナスの効果

が検出されており、若年の県外移動が失業率に影響を与えていることが示され

る。よって、純流出率が地域失業率に抑制的に働くことになる。その一方で、

純流入が発生する地域の失業率は上昇する。このように県外就職は地域間の若

年失業率格差を平準化させるが、前節で見たように、近年では日本全体の景気

停滞が続いたことで、若者は地元志向の傾向を強めている。このことで、地域

間の求人ミスマッチは大きくなっているものと推測される。このポイントにつ

いては、最終節で再び触れる。

このような結果は、どの程度頑健なものであろうか。ある特定年度だけに、

特定のデータでのみ観察される事実でないことを明らかにする必要があろう。

また、ここまで15～24歳の失業率を考慮したが、これには大卒者も含まれてい

る。しかしながら、内定率や求人倍率等は高卒者のものであり、厳密な対応が

なされているとは言いがたい。そこで、2000年の『国勢調査』を用いて、15～

19歳の都道府県別失業率を計算し、そのロジット変換を被説明変数とした回帰

分析を実行した（参考のために15～24歳の都道府県別失業率を用いたケースも

検討した）。モデルとしては（2）式で、非正規従業員比率を用いたケースを採

用することにした。説明変数等はデータの出所を変えた部分もあるが、大きな

変更はない9。推定方法は前と同じである。結果は図表3-7に示されている。

この表から、15～24歳の失業率については、2002年『就調』を用いた場合と

2000年『国勢調査』を用いた場合とで、変数の符号や有意性が大きく変わって

いないことがわかる。その意味で、図表3-6に提示した結果は頑健であること

が判明する。ただし年齢を15～19歳に限定すると、非正規従業員比率の効果が

有意ではなくなる。雇用の非正規化が失業に直結するのは、若干のラグを伴い、

20代からということになろう。

以上、純流出率が地域失業率に抑制的に働くことを示したが、純流出率自体

変更点は以下の通り。第1に、ウェイトに用いる各年齢層に対応する労働力人口は同年の『国
勢調査』から求めた（データソース変更）。第2に、各年齢層に対応する非正規従業員比率は1997
年の『就調』から算出した（時点変更）。第3に、大企業比率および純流出率は2000年の『賃金構
造基本統計調査』および『学校基本調査』を用いて計算した（時点変更）。第4に、新卒求人倍率
は厚生労働省『新規学卒者の労働市場』から得た（データソース変更）。

9
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はどのような要因によって決まっているのであろうか。ある地域からの若者

（高校新卒者）の純流出率は当該地域における新卒求人倍率、期待生涯賃金、

その地域の若者にとっての魅力度（レジャー等）に依存して決まるものと想定

できよう。新卒求人倍率が高ければ、地元に就業機会が多いことを意味するの

で、流出を抑制するだろう。当該地域の生涯所得が高かったり、その地域の魅

力度が大きかったりするときにも、流出は少なくなるだろう。具体的な変数と

しては、新卒求人倍率、男性が20歳から64歳まで働いた場合の生涯賃金10、7大

都市圏を擁する県11を示すダミー変数、の三つを用いた。推定は高卒就職者数

（『学校基本調査』による）をウェイトとした最小自乗法（分散不均一修正）で

行った。その結果は以下の通り。

図表3‐7 都道府県別失業率の推定結果（2000年『国勢調査』による）

（注）推計方法はウェイト付き最小二乗法（分散不均一修正）。***は 1%水準、**は 5%水準、*は
10%水準で有意。

定数項

新卒求人倍率

非正規従業員比率

大企業比率

純流出率

標準誤差

R2(Adj.)

F値

標本数

***

**

[1]

-1.43

(-11.3)

-0.0926

(-1.58)

0.277

(0.574)

-1.74

(-2.08)

0.191

0.469

14.5

47

15～ 19歳 15～24歳

***

***

***

***

[2]

-0.642

(-2.76)

-0.543

(-3.59)

0.0489

(0.912)

-2.05

(-2.73)

-1.02

(-3.29)

0.169

0.587

17.3

47

***

***

***

**

[3]

-2.33

(-19.6)

-0.100

(-3.13)

1.86

(3.18)

-1.31

(-2.55)

0.162

0.373

10.1

47

***

***

**

***

**

[4]

-1.58

(-5.60)

-0.507

(-3.04)

1.35

(1.88)

-1.59

(-3.99)

-0.941

(-2.56)

0.140

0.533

14.1

47

生涯賃金作成方法は以下の通り。2002年の『賃金構造基本統計調査』を用いて、都道府県別・
年齢階級別の「きまって支給する現金給与額×12＋賞与」を計算する。これらを各県毎に年齢階
級について合計して、年齢階級は5年刻みであることを考慮して5倍すれば、ラフな生涯賃金が算
出される。説明変数として用いたのは、この方法で計算したものである。
北海道、宮城、東京、愛知、大阪、広島、福岡の１道６県である。

10

11
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純流出率=

0.829－0.369×新卒求人倍率－0.143E－05×生涯賃金－0.153×大都市ダミー

（5.40）（－8.16） （－1.69） （－3.25）

標準誤差=0.0675 決定係数（adj.）=0.964 F値=414.9 （ ）内はt値

このようにすべての係数の符合が予想通りで、推計式のフィットも良い。説

明変数の中でも、最も強い影響を与えているのが新卒求人倍率であり、求人倍

率の低い県からの流出、高い県への流入が明確に捉えられている。ここで図表

3-6の失業率の推計結果を再び参照されたい。説明変数に新卒求人倍率を用い

た推計式［3］～［6］の結果を見ると、純流出率が導入されたケースにおける

新卒求人倍率の係数の絶対値は、導入されないときよりもかなり大きいことが

わかる。この意味するところは、求人倍率の低下は失業率を引き上げるが、間

接効果として純流出を促進するために、失業率の上昇が抑制されるということ

である。[3]および［4］の結果を用いて計算すると、新卒求人倍率が1だけ低

下した場合、県外移動がない場合には若年失業率を5.0ポイント引き上げるが、

県外移動が生じるために、わずか0.6ポイントの上昇に抑えられる。同じ年齢

階層で、『国勢調査』の失業率を用いたケースでは、前者が5.2ポイント、後者

は0.9ポイントの上昇である。15～19歳では、前者が7.8ポイント、後者が1.3ポ

イントの上昇となる（図表3-7を用いて計算した）。県外就職が地方の失業率の

抑制に大きく寄与していることは明らかであろう。

新卒求人倍率の低下は新卒の無業者を増加させ、失業の増加をもたらすが、

もうひとつの間接的なルートも忘れてはならない。それは、新卒求人倍率の高

さが、求職者と仕事とのマッチを向上させることで離職率を抑制し、ひいては

失業率を低下させる効果である。この点については、「世代効果」との関連で

多くの実証分析が蓄積されてきた。すなわち、不況期に学校を卒業した「世代」

は、求人が少ないために自分の満足のいく仕事につくことができず、将来の離

職予備軍となるという考え方である（太田, 1999; 黒澤・玄田, 2001）。この点も

含めて離職の決定要因を再度検討しよう。

以下では、『新規学校卒業就職者の就職離職状況調査結果』（厚生労働省）に

掲載された、都道府県別・高卒1年目離職率（2002年3月卒業者）を被説明変数
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として用いる（ロジット変換を行う）。説明変数としては、当該年卒業者の新

卒求人倍率あるいは就職内定率、非正規従業員比率（15～24歳）、第3次産業比

率、大企業比率を用いた回帰分析を実行する。これらの説明変数については、

既に導入したものである。推計は、都道府県別就職者数（職業安定局調べ）を

ウェイトとする最小自乗法（分散不均一修正）で行った。

結果は図表3-8にある。非正規比率や第3次産業比率が離職率にプラス、大企

業比率がマイナスの影響を与えることは妥当であろう12。労働需給指標として

は、新卒求人倍率よりも内定率の方が当てはまりはよく、きわめて有意にマイ

ナスとなっている。3月時点の内定率が低くとも、その後、就職する高卒者は

かなり多い。ただし、その場合にはマッチングの質がかなり低下してしまい、

それが離職を誘発するものと考えられる。よって、ある地域の新卒求人倍率の

低下は、当該地域の新卒無業者を増加させるだけでなく、将来の離職予備軍を

ただし、データとして用いた離職率は、厚生労働省職業安定局労働市場センターが保管してい
る雇用保険被保険者の記録を用いて算出されたものであるから、ほとんどは正社員の離職率に相
当するものと考えられる。よって、非正規従業員比率は第3次産業比率の代理変数になっている
ものと推察される。

12

図表3‐8 都道府県別離職率の推定結果（高卒入社１年目）

（注）推計方法はウェイト付き最小二乗法（分散不均一修正）。***は 1%水準、**は 5%水準、*は
10%水準で有意。
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作り出すことによって、その地域の失業率を高める効果をもつ。

ちなみに、就職内定率と新卒求人倍率には密接なプラスの相関があることは

明らかであろう（図表3-9を参照）。また、前節では新卒求人倍率が同じでもフ

リーターの仕事が多い場合には、内定率は低くなるだろうと述べた。この点を

確認するために、就職内定率を被説明変数に、新卒求人倍率と第3次産業比率

を説明変数とした回帰分析を実行する（推定方法は就職者数をウェイトとする

分散不均一修正の最小自乗法）13。結果は次の通りである。

就職内定率（ロジット変換）=7.88＋0.343×新卒求人倍率－9.31×第3次産業比率

（8.18）（3.71） （－6.16）

標準誤差=0.506 決定係数（adj.）=0.418 F値=17.6 （ ）内はt値

このように推定結果は良好であり、われわれの仮説を満足するものであった。

以上、地域別若年失業率の「構造」を検討したが、ややロジックの見通しが

悪くなった感があるので、以下で模式図にまとめることにしたい。

第3次産業比率の代わりに非正規従業員比率を用いる推計も行ってみたが、非正規従業員比率
はマイナスで有意であったが、新卒求人倍率の有意性はやや低かった。そのため、ここでは非正
規従業員比率ではなくて、第3次産業比率を用いることにした。

13

【参考図】 地域別若年失業率の「構造」

第３次産業比率
非正規従業員比率
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では、仕事をめぐる若者の意識は地域によってどのような違いがあるのであ

ろうか。ここでは、若年無業者（男性15～24歳）の意識の一部を『就業構造基

本調査』（2002年）から拾いあげて、その特徴を探りたい。最初に、就職希望

で求職をしている若年者についてのデータを観察する。『就調』では、どのよ

うな職種につきたいかを訊ねているので、その回答を調べる。地域は、東京・

大阪の大都市と四国4県を取り上げる。四国4県は就業機会が少ないために若年

の高失業に見舞われている地域の代表として選んだ。他方、東京・大阪は、フ

リーター等の多い都市部の代表とし採用した。

図表3-10に希望する職種の分布が示されている。ここから明らかなように、

「製造・生産工程」を希望する比率は東京・大阪で小さく（4.5％）四国で大き

い（9.1％）。逆に、「サービス職業」を希望する比率は東京・大阪が大きく

（20.0％）、四国で小さい（9.7％）。興味深いことに、「仕事の種類にこだわって

いない」とする比率は、四国4県が突出している（45.7％）。この理由について

図表3‐9  都道府県別新卒求人倍率と内定率 

注：一部の島が地図上表示されていない。 

（注）新卒求人倍率の突出している東京を除く46道府県。 
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は後で統計的に吟味する。押さえておくべきことは、希望職種について地域間

でばらつきがあるという点である。

続いて、若年男性の求職者が希望する仕事の形態を見よう。図表3-12から、

「正規の職員・従業員」は東京・大阪で小さく（40.5％）、四国で大きい

（67.6％）。逆に、「パート・アルバイト・契約社員」については、四国で小さ

く（26.6％）、東京・大阪で大きい（52.1％）。よって、東京・大阪の若者はフ

リーター志向が、四国の若者は正社員志向がやや強いことになる。

さらに、無業非求職者について、求職しない理由を訊ねた結果が図表3-13で

ある14。四国で多いのは、「探したが見つからなかった」で、東京・大阪の4．

8％に比べて10.1％に達している。「希望する仕事がありそうにない」とする比

率も、四国の方がやや高い。その一方で、「急いで仕事につく必要がない」と

した比率は、東京・大阪で39.3％、四国で24.2％と、今度は東京・大阪の方が

高い。どうやら、仕事につく「緊急性」が大都市圏では低いように思われる。

ここで、このような就業意識の地域差の原因を統計的に分析しよう。被説明

いわゆる「ニート」の対人口比の地域間格差については、太田（2005）を参照されたい。14

図表3‐10  無業求職者の希望職種構成 

（資料出所）『就業構造基本調査』（総務省）、2002年 
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図表3‐11　都道府県別無業者の就業意識の推定結果 

（注）推計方法はウェイト付き最小二乗法（分散不均一修正）。***は 1%水準、**は 5%水準、*は
10%水準で有意。 
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変数となるのは、仕事の種類にこだわらない割合、正社員を希望する比率（正

社員およびパート等を希望する人数に占める正社員希望者の割合）、そして非

求職無業者については「急いで仕事につく必要がない」とした者の比率の三つ

である（ロジット変換を行う）15。他方、説明変数の候補は以下のようである。

第1は、新卒求人倍率で、若年労働市場の需給バランスを表す。第2は、年間所

得700万円以上の世帯割合であり、『就調』から算出した。これは、各地域の家

計の「豊かさ」の代理指標となる。第3は、第3次産業比率で、パート・アルバ

イト職の供給と密接な関連がある。第4は、7大都市圏ダミー変数である。推計

は、若年労働力人口をウェイトとした最小自乗法を用いた（分散不均一修正）。

結果は表5に示されている。

「探したけれども見つからない」、「希望する仕事がありそうにない」、「知識・能力に自信がな
い」という理由に、「急いで仕事につく必要がない」を加えて、それに占める「急いで仕事につ
く必要がない」の割合として定義した。

15

図表3‐13  若年無業非求職者の非求職理由 

（資料出所）『就業構造基本調査』（総務省）、2002年 
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まず、仕事の種類にこだわっていない若年求職者の比率についてであるが、

高所得世帯比率が高まるほど有意に減少することがわかる。つまり、豊かさが

仕事の種類へのこだわりを生む側面がある。また、7大都市圏ダミーもマイナ

スであり、大都市の若者ほど仕事の種類に敏感であると解釈されよう。新卒求

人倍率は10％水準で有意にプラスであるが、この理由ははっきりしない。とい

うのも、労働市場で仕事が沢山あるほど若年者にとって仕事の種類にこだわる

ことができると想定するのが普通だからである。

正規従業員希望比率については、新卒求人倍率、高所得世帯比率、第3次産

業比率の三つが統計的に有意にマイナスとなった。すなわち、仕事が多いほど、

家計が豊かであるほど、そして第3次産業が多い地域ほど、若者の非正規従業

員志向が強まる。「いつでも仕事がある」との安心感や、家計の豊かさ、そし

て非正規社員としての仕事が豊富であることなどが、非正社員への就業希望を

もたらしているということであろう。

「急いで仕事につく必要がない」ために求職活動を行っていなかった割合に

ついての結果は、どの変数も有意ではないが、高所得世帯比率は15%水準では

有意にプラスであった。所得の比較的高い地域では、若者は「急いで仕事につ

く必要はない」と感じる傾向があるということだろう。

以上のように、若年の就業意識の地域間格差は比較的大きいが、それはいく

つかの基本的な経済変数によってかなりの程度説明されうることが判明した。

総じて、無業者の状況は地方の方が都市部よりも深刻であると判断できよう。

ここまで見てきたように、若年雇用問題は地域特性に応じて多様であり、ま

た最近では若者の地元志向が結果的に高まっている。よって、地域の実情に即

した若年雇用対策が求められる17。実際、わが国でも若年雇用対策を地域が独

自に行う傾向が強まっている。また、現在では「若年者のためのワンストップ

本節の記述は太田（2003）をベースにしている。
もちろん、マクロな経済政策によって経済全体で若年求人を増加させる努力は欠かせない。こ

こで論じているのは、積極的労働市場政策については各地域の実情への配慮が求められるという
ことである。

16
17

地域と若年雇用政策―結びにかえて
16第４節
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サービスセンター（ジョブカフェ）」が全国展開されているが、その具体的な

運用は各地域の創意工夫に委ねられる部分が大きい。このように、若年雇用政

策は地域重視の流れとなっており、若年労働市場の地域特性を指摘する本稿の

分析結果との整合性は高い。

各地域が実施している若年雇用対策は豊富である。例えば、いくつかの県は

企業誘致や創業支援を通じて若年雇用の増加を図ろうとしている。また、多く

の地域で、地元産業界と行政および学校が連携して、就職説明会を頻繁に開催

したり、若年求人の開拓に奔走したりしている。とりわけ興味深いのは、地域

の独自色豊かな公共職業訓練が始まっていることである。例えば香川県では公

共職業訓練に「さぬきうどん科」を設けて讃岐うどんの職人を育成している。

これらの地域別の取り組みは、大変重要であり、今後も推進していく必要が

ある。その理由は、各地方が若者の就業問題の発生源であり、手助けを必要と

する若者達がそこに暮らしているからである。しかも、各地域は産業、社会イ

ンフラ、雇用環境面で多様であり、これまで検討してきたように若者の就職難

の様相も地域によって微妙に異なる。よって、若年雇用対策は、国レベルの一

律なものよりも、地域に降り立ったものの方が効率的に遂行されうる。このよ

うな「地域重視」の考え方は、世界的な潮流でもある。実際、OECDは、雇用

政策の地方分権化を積極的に支持しており、現在その方面の研究が急速になさ

れつつある（OECD, 1999）。

雇用政策の地方分権化においては、2つのキーワードが鍵となる。ひとつは、

「地域適合性」である。若年労働者に対する訓練は、地域労働市場に密着した

ものの方が成果を挙げやすいという研究がある（Martin and Grubb, 2001）。先

に挙げた香川県の「さぬきうどん科」の試みは、規模は小さいとはいえ、日本

における「地域適合的職業訓練」の好例といえる。もちろん、それが他地域に

移動しても通用するものであれば、より望ましい。

もうひとつのキーワードは「参加」で、これは、地域の行政担当者、事業主

団体、教育関係者のみならず、雇用政策のターゲットとなっている若者たちや、

彼らを支える地域社会までをも巻き込んだ活動を行うことで、「地域適合性」

の実をあげようとするものである。例えば、地域レベルにおける労働需要の見

通しや、望ましい教育訓練についての情報を事業主や経済団体に提供してもら
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うことで、地域の事情を織り込んだ、より効果的な教育訓練プログラムを策定

することができるようになる。また、就業意識を高めるために小中学校におい

て就業体験学習を実施する際にも、地元教育界と産業界、そして地域社会の緊

密な連携が必要となる。若年雇用問題が、家庭、学校、会社の狭間で発生して

いる以上、問題の解決には各主体の参加が必要不可欠となる。

このように、各地域がその実情に応じて工夫をこらすことによって、きめの

細かい若年雇用対策が可能となる。中央政府としては、各地域のイニシアティ

ブを尊重しつつ、資金や情報の提供を行うとともに、より広域的な若年雇用対

策の策定・実施にその能力を集中させることが望まれる。同時に、中央政府は、

地域間の調整という難しい役割を果たさなければならない。たしかに、地域に

降り立った取り組みは重要ではあるが、それだけですべての問題が片付くわけ

ではない。先に見たように、求人が圧倒的に少ない県では、高校新卒者の就職

先の大きな部分が他県とならざるを得ない。このような状況下では、政府は企

業に対して新卒求人を広域的に出すように促すことで、問題の緩和を図ること

ができるかもしれない。しかしながら、これは必然的に地元企業に高校生を就

職させようとする、当該企業を擁する地域の利害とバッティングしてしまう。

さらに、若者がより広い地域で職探しができるように援助することは、就職に

おける地域間ミスマッチを緩和するための一案ではあるが、若年労働者の流出

に頭を悩ませている地方にとっては有難くないかも知れない。このような地域

間の利害の調整を図りつつ、透明性の高い若年労働市場を構築することが中央

政府の重要な役割である。そのためには、経済的に結びつきの強い地域間の

「地域連絡協議会」等を設置することが必要となろう。

この点に関わることとして、政府は新しい「国土計画」のあり方について、

早急に議論を煮詰める必要がある。なぜならば、国土計画は国の各地域への資

源配分を決定づけ、それがひいては地域雇用に影響を与えるからである。これ

までの国土計画は、各地方自治体のフルセット主義（社会資本等を自治体レベ

ルで完備しようとすること）を結果的に容認してしまい、利用価値の低い社会

資本投資がなされることで、その非効率性が社会的に強く指弾されることとな

った。そこで、今後の方向性としては、地域をやや広域的にとらえ、「地域ブ

ロック」の特徴を考慮した産業育成策と、その中での各地域の連携を強化する



105

第3章　地域の中の若年雇用問題

ことが検討されている。このことは、地方の若年雇用対策にも当てはまるであ

ろう。いずれにせよ、各地域が独自の取り組みで雇用吸収を図ることを基本と

した上で、それと併せて広域的な求人・求職のマッチング機能の強化に取り組

むことが、地方の若年雇用問題を解決していく糸口となるものと考える。
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